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津波来襲時における船舶の漂流挙動時刻歴の可視化とその分析  

Visualization and investigation of time history of tsunami -driven ship motions  

名古屋大学 助教 浅井 竜也  

（ 研 究 計 画 な い し 研 究 手 法 の 概 略 ）                                   

【研究の背景・目的】  

過去の津波来襲時には多数の漂流物が確認されており例えば 1),  2)，その中でも比較的大型

の船舶は衝突により建築物を崩壊に至らしめた事例が確認されている 3)（図 1，図 2）。し

かしながら，津波漂流物の衝突に対し，現行の津波避難ビルの設計法 4)は，衝突による建

築部材の損傷が建築物全体の崩壊を招かないよう配慮することを定めるにとどまっており，

衝突時の設計用外力やそれに対する定量的な安全検討手法は提示していない。津波避難ビ

ルは津波来襲時において人命を積極的に預かる極めて重要な建築物であること，また，

2011 年東北地方太平洋沖地震以降，日本の沿岸部では全国的に津波避難ビルの建設・指定

が増加しておりそれらの中には港湾に立地し近傍に船舶が停泊している事例が少なくない

ことを考慮すると，船舶の衝突に対する建築物の安全検討手法の確立は急務である。以上

の状況は米国においても概ね同様であり，建築物に対する津波漂流船舶の衝突による設計

用外力（すなわちどの程度の規模の船舶の衝突を考慮すべきか）について有効な手法を提

示できていない 5)。  

 

  

図１ 上屋と衝突した船舶       図２ 船舶衝突により崩壊した上屋 3) 

 

船舶の衝突に対する建築物の安全性を検討するためには，津波来襲時における建築物周

辺の船舶の挙動を予測し，それらと建築物との衝突可能性を把握することが必要不可欠で

ある。船舶の挙動を把握する有用な手法の一つとしては，流体―個体連成系の数値シミュ

レーション解析例えば 6)～ 8)が挙げられるが，同手法には操舵といった人為的要因は一般的に

反映されていない。津波来襲時には，沖出しにより被害を逃れた事例も多く報告されてお

り 7)，そのような船舶が建築物との衝突に至る可能性は極めて低いと考えられる。そのた

め，津波来襲時に建築物との衝突可能性が高い船舶を特定するためには，操舵といった人

為的要因を含めて津波来襲時における船舶の挙動を把握する必要がある。そのため著者ら
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は 2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う津波来襲時に記録された AIS（ Automatic 

Identification System，船舶の位置や速度等の情報を船舶局相互間および船舶局陸上局間

でリアルタイムに送受信するシステム）データ等に基づき船舶の実挙動を把握し，その統

計的な分析から，総トン数 500 トン以上の船舶は津波来襲時に概ね港外避難し建築物との

衝突可能性は低く，一方で総トン数 500 トン未満の船舶は構内に係留され陸域にまで漂流

する可能性が高いものの，耐震・耐津波設計された建築物であればその衝突により崩壊に

至る危険性は低いことを定量的に示した 9)。しかし，同知見は限られたデータに基づくた

め，さらに一般的な知見を得るためには，船舶のより詳細な挙動の把握と，漂流シミュレ

ーション解析による挙動予測が欠かせない。漂流シミュレーション解析による結果は，船

舶の初期条件（位置，角度等）により大きく左右されることが指摘されているが 8)，実津

波における漂流挙動データに基づくキャリブレーション事例は極めて少ない。  

以上を踏まえ，本研究では，津波来襲時における船舶の実挙動を容易に把握可能にする

とともに，船舶の漂流シミュレーション解析の高度化に資する知見を得ることを目的に，

上記の AIS データおよび，津波シミュレーション解析結果について，その時刻歴を併せて

可視化し分析する。  

 

【研究方法】 

本研究において可視化を行う対象は，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う津波と，その

際に漂流した船舶（図 1）である。可視化には GIS ソフトウェアの ArcGIS を用いた。入

力した津波データは，上記津波を対象に港湾空港技術研究所が実施した解析結果である（解

析は同所が開発している津波高潮シミュレータ STOC により実施された。解析格子は 10 m，

解析時間刻みは 5 s である）。船舶の AIS データは海上保安庁より提供いただいた。入力

にあたり，csv ファイル形式である各データを，多次元データの取り扱いに適した NetCDF

（ネットワーク共通データ形式）に変換した。それを上記ソフトウェアに入力し，津波デ

ータのうち浸水深はコンター図により，流速はベクトルによりそれぞれ表現し，船舶デー

タのうち位置座標（緯度，経度），船舶規模（船長，幅，型深）および船首方位はポリゴン

により，速度はベクトルにより，それぞれ表現した。なお，AIS データの計測時間間隔は

船舶速度に依存し一定ではないため，その取得時刻と津波解析出力時刻とは必ずしも整合

しない。そのため，時刻歴を表す動画作成時には一定時間間隔の津波解析時刻を用い，そ

の各時刻における AIS データは前後のデータにより内挿した。  

以上より，各時刻における漂流船舶データおよび津波解析データを表現した 2 次元画像

を作成し，それを連続再生することで動画を作成し，津波来襲時における船舶実挙動およ

び津波シミュレーション結果の時刻歴を可視化した。  

 

（ 実 験 調 査 に よ っ て 得 ら れ た 新 し い 知 見 ）                                         

以上の手法により，本研究期間においては，釜石港を対象に，2011 年東北地方太平洋沖

地震に伴う津波来襲時に取得された AIS データ（図 3）と，同津波のシミュレーション結

果を併せて動画化した。図 4 にそのキャプションの一部を示す。なお，本対象船舶は，地

震により陸上側が停電し荷役設備の切り離しができなくなったため港外避難を断念してお

り，そのため船員は津波来襲前に陸上建物に避難した。同船舶は第一波の押し波には係留

索により耐えたものの，引き波時に船体高度が下がることで係留索への引張力が増大し，
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その切断を機に漂流を開始した 10)。その後第二波来襲時には速度 7 m/s 程度で上屋に衝突

し，第三波の押し波時に岸壁に座礁した（図 3）。同船舶の喫水は，津波来襲時の記録映像

より 3.5 m 程度と推定される。  

図 4(a)は，第一波来襲時のキャプションである。この前後の様子から，流速が比較的大

きい時には陸域の浸水深は小さく，一方でその浸水深が増大したときには流速が低下して

いる様子がわかり，そのため仮に船舶が漂流を開始しても，比較的大規模（喫水が比較的

大きい）船舶であれば高い速度で建築物に衝突することは生じにくいと考えられる。また，

船舶が位置する岸壁近傍では比較的流速が小さいことが，第一波押し波時に係留索が切断

されなかったことの一因と考えられる。  
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※１  括弧内は地震発生（解析開始）から

の経過時間を示す。  

※２  0.5 m/s 以下の流速はプロットして

いない。  

船舶  
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図 4(b)は，第一波の引き波により船舶が漂流を開始した時のキャプションである。この

時の船舶位置での津波高は -1.8 m 程度，流速はほぼ 0 m/s であり，船舶速度が漂流開始後

しばらく低く推移していたこと（図 3(b)），流体力ではなく船体高度の低下により係留索

が切断されたという証言（上述），と整合している。  

図 4(c)は，船舶が建屋と衝突する時を示している。この時の船舶位置での津波高は -0.6 m，

流速は 1.5 m/s 程度である。船舶の実速度は最大 7 m/s 程度に達しており（図 3(b)），流速

の解析結果との乖離があることがわかる。この要因としては，局所的・三次元的な流況の

影響，第二波のため正確な再現が比較的困難なこと，が考えられる。ただし，津波高につ

いては津波来襲時の記録映像と概ね整合しており，第二波においても，第一波（上述）と

同様に，高い流速時には船舶が陸域に遡上するほどの浸水深には達していないことがわか

る。  

以上，釜石港を対象に船舶挙動と津波解析結果の時刻歴を可視化し，その分析を行った。

今後，他港についても同様に可視化を行い，それらデータに基づきより詳細な分析を実施

する予定である。  
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